
◆ プレス工業グループ　ESG関連データ集

環境

対象範囲 単位 2019年度 2022年度 2023年度

CO2排出量 Scope1 連結 t-CO2 22,900 22,300 22,600

Scope2 連結 t-CO2 86,500 79,100 73,800

Scope3 C1 連結 t-CO2 1,054,762 1,118,177 954,216

C2 連結 t-CO2 29,774 54,888 53,973

C3 連結 t-CO2 15,816 15,125 15,147

C4 連結 t-CO2 21,009 21,053 22,510

C5 連結 t-CO2 3,847 4,290 4,213

C6 連結 t-CO2 696 628 752

C7 連結 t-CO2 2,736 2,397 2,967

C8 連結 t-CO2 414 281 700

C9 連結 t-CO2 対象外※2 対象外※2 対象外※2

C10 連結 t-CO2 対象外※2 対象外※2 対象外※2

C11 連結 t-CO2 対象外※3 対象外※3 対象外※3

C12 連結 t-CO2 5,016 4,783 4,639

C13 連結 t-CO2 対象外※2 対象外※2 対象外※2

C14 連結 t-CO2 対象外※2 対象外※2 対象外※2

C15 連結 t-CO2 対象外※2 対象外※2 対象外※2

Scope3合計 連結 t-CO2 1,134,070 1,221,622 1,059,117

Scope1+2+3 合計 連結 t-CO2 1,243,470 1,323,022 1,155,517

※2 当社に該当する事業活動がないため、算定対象範囲から除外しています。

※3 当社が排出削減に影響力を及ぼすことが困難なため、算定対象範囲から除外しています。

項目名



◆ プレス工業グループ　ESG関連データ集

社会

対象範囲 単位 2022年度 2023年度

人事 従業員数 単独 人 1,811 1,768

連結 人 5,628 5,602

総合職・事務職採用数に占める女性割合 単独 - 31.6% 17.1%

管理職に占める女性の割合 単独 - 1.7% 1.7%

役員に占める女性の割合 単独 - 7.7% 7.7%

障がい者雇用率 単独 - 2.6% 2.6%

労働安全 定期健康診断受診率（年度） 単独 - 100.0% 100.0%

健康診断結果に基づく精密検査受検率 単独 - 67.7% 73.4%

健康診断有所見率 単独 - 53.1% 52.9%

特定保健指導実施率 単独 - 76.8% 59.5%

ストレスチェック受検率 単独 - 99.5% 99.4%

高ストレス者率 単独 - 13.3% 13.8%

傷病による年間欠勤・休職日数 単独 日 2.58 2.29

傷病による延べ欠勤日数 単独 日 4,742 4,134

労働生産性低下の割合 単独 - - 20.3%

個人の活性度 単独 - 2.26 2.25

有給休暇取得 単独 日 14.2 15.0

育休取得率 女性 単独 - 100% 100%

男性 単独 - 11.9% 18.9%

休業災害発生度数率※1 単独 - 1.50 0.21

健康優良法人認定総合評価点※2 単独 - 49.1 -
※123 年度より休業災害発生度数率に変更しております(22 年度実績は不休災害含む度数率)
※223 年度は健康経営優良法人 2024 認定を返納したため実績がありません

項目名
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ガバナンス

対象範囲 単位 2022年度 2023年度

取締役会 取締役数 - 人 12 12

（議⾧: 　 社外取締役数 - 人 4 4

　代表取締役社⾧） 　 社外比率 - - 33.3% 33.3%

　 女性取締役数 - 人 1 1

　 女性比率 - - 8.3% 8.3%

　　開催数 - 回 17 17

　　社外取締役の出席率 - - 100% 98.5%

監査等委員会 取締役数 - 人 5 5

（議⾧: 　　開催数 - 回 12 12

　常勤監査等委員） 　　社外取締役の出席率 - - 100% 95.8%

指名・報酬委員会 委員数 - 人 7 7

（委員⾧: 　　社外取締役数 - 人 4 4

　代表取締役社⾧） 　  社外比率 - - 57.1% 57.1%

　  開催数 - - 4 3

内部統制委員会 取締役数 - 人 12 12

（委員⾧: 　 社外取締役数 - 人 4 4

　代表取締役社⾧） 　 社外比率 - - 33.3% 33.3%

　 開催数 - 回 4 4

項目名

※2024年度以降は経営
体制の変更に伴い代表取
締役会⾧が議⾧を務める


